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日本における温室効果ガス別排出量（2019年度）

出典) 温室効果ガスインベントリオフィス、全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）

91％が
二酸化炭素（CO2）

しかも、84％が
エネルギーに起因し
て発生するCO2

エネルギー対策が
極めて重要

化石燃料文明から
の脱却
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国内に供給されるエネルギー（85％が化石エネルギー）

天然
ガス

石炭

石油

84.8％

化石
エネルギー
84.8％
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二酸化炭素の発生源(2019年度)

間接排出量（電気事業者の発電に伴う
排出量を電力消費量に応じて需要部門
に配分したもの）

出典) 温室効果ガスインベントリオフィス、全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）

直接排出量

二酸化炭素の排出削減は、エネルギーを
消費するところでの対策が重要。
ー産業、交通、都市施設、家庭ー

5



脱炭素社会への変革には
エネルギーシステムの転換が不可欠

エネルギーを
どのように利用するか、
どのように生活するか
（需要）

エネルギーを
どのように調達するか、
どう作り出して供給するか
（供給）

エネルギーシステムがCO2を排出する構造を要因別に分析、
具体的な対策を考えることがポイントです。

➡「茅恒等式」を使って考えましょう。
かや
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① 1人当りGDP ・価値観（GDPに現われない豊かさとは？）
・経済至上主義から脱却できないか

② エネルギー需要を減らしな
がら営むことのできる社会
経済・まちづくり

・産業構造のソフト化 ・コンパクトシティづくり
・ワークスタイル・ライフスタイルの変換
・シェアリングエコノミー

③ 省エネルギーの徹底 ・省エネ家電の普及 ・建築物の断熱構造
・自動車の燃費向上
・製造工程の効率化 ・発電効率の向上

④ CO2排出ゼロのエネルギー
供給構造の強化

・再生可能エネルギー、原子力の利用
・化石燃料利用から生じるCO2を分離貯蔵（CCS）

① ② ③ ④
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原子力発電

水力・再生可能
エネルギーなど

天然ガス・
都市ガス

石油

石炭

家庭

運輸旅客
（移動）

運輸貨物

工業・
企業・
事務所

国内のエネルギーの流れと脱炭素化 出典：令和2年度エネルギーに関する年次報告
（エネルギー白書2021）より加筆

537

2,358

4,510

7,100

4,848

電力 3,122

発電損失
4,193

石油製品

灯油
LPG
ガソリン
軽油

など

電力 907
都市ガス 406
石油製品 499
その他 8

原油 6,490

単位： PJ (10  J)

エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
（1

9
,1

2
4

）

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
（1

2
,9

4
2

）

②

②

③

③

④

④

③

15

社
会
経
済
の
姿

8



脱炭素化の取組の全体像

分野
脱炭素の社会経済・まちづくり
ーエネルギー需要を減らすー

（第2項）

省エネルギーの徹底、行動選択
ーエネルギー効率を上げるー

（第3項）

脱炭素エネルギー供給構造の強化
ーエネルギー当りのCO2排出削減ー

（第4項）

エネルギー
転換部門

（発電所等）

ー 発電効率の向上

非化石電源の増強（再生可能エネル
ギー、安全性前提の原子力、CO2回収
付きの化石燃料、水素等）
再生可能エネルギーに係る需給ギャッ
プの調整（蓄電・送電体系）

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
部
門

産業部門

産業構造の転換：エネルギー多
消費型産業から転換
ビジネススタイルの変革

省エネルギー型の製造工程への転
換
省エネ機器・技術の開発・導入

非化石エネルギーの投入・調達
工場等に非化石発電設備の設置

運輸部門

車から公共交通・徒歩・自転車
街のコンパクト化で移動量減少
IT技術で物流・人流の無駄を減
らす

自動車の燃費の向上
移動車車両のコンパクト化

電気自動車、燃料電池車の投入、
バイオマス燃料の活用
電気自動車の脱炭素源で供給された電
気の蓄電システムとしての利用

業務部門
（都市・
地域分野）

土地利用計画、都市計画の工夫
により都市・地域自体のエネル
ギー需要の低減化、地域冷暖房
等

都市施設・インフラ等における省
エネ機器・技術・システムの開
発・導入、ゼロエネルギービル
(ZEB)の建造

都市施設における低炭素発電設備の設
置
蓄電インフラの整備

家庭部門
（ライフ
スタイル）

ライフスタイルの転換
消費活動、生活におけるエネル
ギー関連製品の効率的利用、節
電等

生活で利用するエネルギー関連製
品の省エネ化、
省エネ型製品の市場での優位性、
ゼロエネルギー住宅(ZEH)の建設

家屋の屋根に太陽電池を設置（できる
人は生産者と消費者、両方の「プロ
シューマ―」を目指す）

参考：環境政策対話研究所テキスト

茅恒等式
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（注）（一財）電力中央研究所「日本における発電技術のライフサイクルCO2排出量総合評価（2016.7）より作成
出典：（一財）日本原子力文化財団 原子力・エネルギー図面集

各種電源別のライフサイクルCO2排出量
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出典：国・地方脱炭素実現会議（内閣府）資料「地域脱炭素ロードマップ（案）」

ZEB: ゼロエネルギービルディング
ZEH: ゼロエネルギー住宅

バス

路面電車
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脱炭素化を加速していくには ー主体間の連携ー

市民（消費者、生活者）、
メーカー、そして行政の
取組の連携があって初め
て大きな成果
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日常レベルで市民の環境配慮行動を推進するには（交通・家庭）

行動変容

政治・行政

（首長、議会）

市民の強い意
思の表明

（市民提案）都市・交通体系の
変革・・・・省エネ技
術の導入･脱炭素
行動の選択可能

個人がCO2排出削減に結びつく行動を自然のうちに選択できる社会

教育･

普及啓発

社会制度・ルー
ルの変更（政策）
・・脱炭素行動が
報われるよう

脱炭素社会に

向けた大胆な政策

行政

意識変革
市民：生活者、消費者、住民

マーケットのグ
リーン化・・・生
産者・消費者
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デカップリングは既に始まっている
最終エネルギー消費と実質GDPの推移

2010年以降、エ
ネルギー消費を削
減しながら、GDP
を増加させる、デ
カップリングがで
きている。

この傾向を加速
させたい。

出典：
令和2年度エネルギーに
関する年次報告 （エネ
ルギー白書2021）

GDP

エネルギー消費
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30年後のエネルギー選択
バックキャスティング・アプローチ
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ご清聴有難うございました。

• 脱炭素転換は平時の革命。現在まで隆盛であった技術、制度、
資金の流れ、街づくり、人々の価値観、生活様式を根本的に改
めその変革を短期間の内に成し遂げることを要求。

• ここにおいて市民の役割が実に大。

① 市民自体が変革（行動変容）の担い手

② 社会的意志の表明者
市場や社会ルールの大胆な変革に対し、市民（主権者、生活者、
消費者）が、その変革を受容するとの強い意志の存在が実に大
きな力。

脱炭素転換は政治の強権や科学技術の勢いだけで何とかなるもの
ではありません。
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